
１．国土交通省関係予算事業費・国費総括表

対前年度
倍    率

対前年度
倍    率

（A） （A/B） （B） （C） （C/F）

1,178,027 1.24 947,380 852,444 1.02
1,144,811 1.24 921,675 826,591 1.02

33,216 1.29 25,705 25,853 1.04

4,579,942 1.15 3,997,849 1,655,734 1.16

1,116,860 1.15 968,633 412,825 0.96
308,249 1.17 262,625 241,081 1.01

272,109 1.25 217,641 56,220 0.74

80,522 0.97 82,870 24,522 0.98

443,000 1.12 396,300 80,372 1.01

12,980 1.41 9,197 10,630 1.16

4,016,888 1.02 3,943,823 673,673 1.17
3,100,061 0.96 3,243,507 155,063 1.02

5,274 0.73 7,176 0 -

911,553 1.32 693,140 518,610 1.23

404,106 1.54 261,689 102,141 3.14

480,765 1.18 406,416 391,419 1.07

26,682 1.07 25,035 25,050 1.00

89,210 1.48 60,258 58,704 1.32
55,315 2.06 26,888 29,659 1.90

33,895 1.02 33,370 29,045 1.01

3,647,906 0.95 3,851,686 1,512,468 0.81
1,546,255 0.91 1,707,786 727,746 0.87

2,101,651 0.98 2,143,900 784,722 0.75

14,628,833 1.06 13,769,629 5,165,848 1.00

47,300 1.96 24,133 35,657 1.92

14,676,133 1.06 13,793,762 5,201,505 1.00

70,802 1.02 69,090 55,172 1.00

(0.99)
14,746,935 1.06 13,862,852 5,256,677 1.00

64,853 0.88 73,509 44,701 0.84
－　 － －　 629,742 1.02

－　 － －　 5,931,120 1.00

－　 － －　 6,066,866 1.00

宅 地 対 策

住 宅 対 策

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

下 水 道

都 市 ・ 幹 線 鉄 道

都 市 環 境 整 備

新 幹 線

住 宅 都 市 環 境 整 備

国全体公共事業関係計

国 営 公 園 等

市 街 地 整 備

道 路 環 境 整 備

都 市 水 環 境 整 備

災 害 復 旧 等

　合 　　　　　 　　　　計　

行 政 経 費

社 会 資 本 総 合 整 備

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

公 共 事 業 関 係 計

そ の 他 施 設

防 災 ・ 安 全 交 付 金

小 　　　　　 　　　　計

推 進 費 等

一 般 公 共 事 業 計

治 水

令 和 ２ 年 度

船 舶 交 通 安 全 基 盤

港 湾

空 港

治 山 治 水

海 岸

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等

事　　　　項

事　　　　業　　　　費

(14,889,217)

前　 年 　度
通　 常 　分

第３ 令和２年度国土交通省関係予算総括表



（単位：百万円）

対前年度
倍    率

（D） （E=C+D） （E/F） （F）

198,319 1,050,763 1.26 832,435 １．本表は、内閣府計上の沖縄振興予算のうち、国土交通省関係

192,698 1,019,289 1.26 807,530 　分を含む。

5,621 31,474 1.26 24,905
２．推進費等の内訳は、

126,197 1,781,931 1.25 1,421,231 　　　防災・減災対策等強化事業推進費（仮称）　31,001百万円

　　　官民連携基盤整備推進調査費　　　　　　　　 331百万円

45,612 458,437 1.07 427,840 　　　北海道特定特別総合開発事業推進費　　　　 4,325百万円

41,802 282,883 1.19 238,573 　である。

0 56,220 0.74 75,973

1,460 25,982 1.04 24,905 ３．行政経費には、一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し

0 80,372 1.01 79,192 　4,030百万円を含む。

2,350 12,980 1.41 9,197
４．本表のほか、委託者の負担に基づいて行う附帯・受託工事費

21,049 694,722 1.21 574,566 　83,029百万円がある。

700 155,763 1.02 152,464

0 0 - 0 ５．本表のほか、東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）　

20,349 538,959 1.28 422,102 　366,159百万円がある。

100 102,241 3.14 32,546

18,617 410,036 1.12 364,521 ６．公共工事等の実施の時期の平準化を図るため、２か年国債

1,632 26,682 1.07 25,035 　（国庫債務負担行為）196,629百万円及びゼロ国債124,228百万

　円を設定している。

0 58,704 1.32 44,322
0 29,659 1.90 15,611 ７．前年度予算額は、通常分であり、臨時・特別の措置を含まな

0 29,045 1.01 28,711 　い。

288,988 1,801,456 0.96 1,876,961 ８．上段（　）書きは、前年度予算額に臨時・特別の措置を含め

34,906 762,652 0.91 836,374 　た場合の計数である。

254,082 1,038,804 1.00 1,040,587

680,165 5,846,013 1.13 5,177,355

0 35,657 1.92 18,542

680,165 5,881,670 1.13 5,195,897

0 55,172 1.00 55,084

(1.00)
680,165 5,936,842 1.13 5,250,981

5,500 50,201 0.94 53,506
119,500 749,242 1.21 617,162

(0.98)
805,165 6,736,285 1.14 5,921,649

(0.99)
790,200 6,857,066 1.13 6,059,609

備　　　　　考

(6,909,909)

令 和 ２ 年 度

前　 年 　度臨 時・特 別
の　 措 　置

(5,966,281)

(6,860,945)

合　　計

国　　　　　　　　　費


